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要旨　本研究の目的は，茅野市が主導した，地元の大学と企業群との産学連携事業の経
緯と特徴を明らかにすることである。本研究では，そのアクター（市・諏訪東京理科大
学・地元企業）の背景と行動に着目して，自治体による産学連携事業の特質に迫った。
　明らかになったことを以下の通りである。まず，評価できる点は，第1に，強力なま
とめ役の企業がない中で，産学官連携が継続していることである。その点では，CICの
設立や大学との連携の「お膳立て」を準備した市の役割は見逃せない。第2に，問題を
抱えながらも，ある程度の成果を公表していることである。
　他方で，この連携事業では，次のような問題点もあった。第1に，事業の目的に対す
る共通理解が十分に得られていない。茅野市と諏訪東京理科大は，この事業を共同研究
と位置づけていた。茅野市は，諏訪東京理科大の4年制への移行に伴う大学側の「まな
ざし」の変化を地域活性化に役立てようとした。大学側は地域貢献に結び付けるべく，
連携事業に乗り出した。これに対して参加企業側の多くは，大学のシーズを新たな製品
の実用化に向けて開発する事業として理解していた。第2に，企業はその歴史や規模，
産学官連携の経験の違いなどを反映して，経営資源の有効活用，受注機会の拡大，自社
技術の向上といった思惑の違いが見出され，必ずしも足並みが揃わなかった。第3に，
公的な資金による事業に対する「甘え」という問題である。公的な資金に依拠していた
からこそ，共通理解を深めずに事業を進め得た。逆に言えば，種々の問題があっても，
事業を継続できたし，ある意味では成果を急ぐことができた。
　最後に，茅野市のイノベーション振興政策から引き出される教訓は次の点である。す
なわち，地元の強力な推進母体・主体を意識的に創り出したこと，異業種交流を意識し
たネットワーク化であること，産学連携によって企業の研究開発への指向性を強化して
いること，連携事業を包摂した政策展開が茅野市以外にも開かれていること，の4点で
ある。ただし，茅野市における施策の転回と産学連携事業は，諏訪東京理科大学の4年
制への移行が契機となっており，事例の一般化には慎重でなければならない。
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1．はじめに
　1990年以降における産業集積地域が陥っている危機的とまで言われる状況は，当該地域の
発展や地域的イノベーション，地域産業政策のあり方を改めて問うものとなっている。なかで
も，この変化に対応していくための核心であるイノベーションを通じた産業集積地域の競争的
な優位と，そのための新たな地域産業政策をいかに再構築していくかが今t問われている。
　ここで注目されることは，新製品・新技術の革新から加工工程の漸進的な改良までを含む広
義のイノベーション自体のあり方と，その創出のプロセスにおける変化である。イノベーショ
ンはこれまで個別企業内部の問題として扱われてきた。これに対して現在では，地域内・間の
さまざまな主体による「相互的学習（collective　learning）」に基づく情報共有によって突破口を
切り開く，いわば相互的なプロセスへと大きくシフトしてきている（松橋2005）。
　「相互的学習」においては，地域における「知識」の役割が変化する。これまで個別の主体
内にとどまっていた「知識」が相互性のネットワークにおいて共有される。この共有は単に企
業間にとどまるのではなく，地域内・間の諸主体問を巻き込んだもの，つまり社会的ネットワ
ークにまで広がる可能性を持っている。同時に現在では，「知識」の共有を超えて，新たな
「知識」の創造が問われている。産業集積地域の再構築という課題において，相互性のネット
ワークに，産学・産学官の連携が重要な柱として加わっているのはまさにそのためである。こ
れによって，地域的なイノベーションの持続的な創出の条件が整うこととなるからである。
　産業集積地域の再構築という関心の延長において，産学官連携を視野に入れることの必要性
はこうした事情による。しかし，産学官連携の政策展開の全体像がわかりにくくなっている（1）
上に，産業集積地域ベースでは地域を枠とする各種の支援施策が充実する一方で，地域独自の
政策展開が大きく後退する（2）とともに，競争的研究資金の導入に伴って，集積地域における産
学官連携それ自体も企業ベースに置き換えられて，ますます集積地域単位では捉えにくくなっ
てきている。こうした中で，いくつかの自治体では，地域産業をベースとする政策展開や，さ
らには独自の産学官連携事業へと進んでいるケースもみられる。
　本研究の目的は，地域産業をベースとする政策展開や独自の産学官連携事業の事例として茅
野市を取り上げ，そこにおけるイノベーション振興政策の本格的な展開の過程で市が主導した，
諏訪東京理科大学と地元企業群との産学連携事業に関して詳しく分析することを通じて，連携
事業の経緯やその経験から浮き彫りになる特徴を明らかにすることである。
　茅野市は，諏訪圏（岡谷・諏訪・茅野・下諏訪・富士見・原6市町村）における製造業の核心地
域である岡谷市・下諏訪町・諏訪市にあった工場群の，南東側，中央道に沿って山梨県に向か
う地域への外延的な拡大・拡散の影響をいち早く受けた。このために，茅野市は諏訪圏の一員
としての共通の問題を抱える一方で，核心3市町とは異なる工業発展の経緯と近年の動向を受
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けて，独自の工業振興政策に取り組んできたし，その中で先進的なイノベーション振興政策を
展開している。さらに，独自の地域産業・環境政策に基づいて，産学官連携事業を進めている
（松橋2004c・2007b）。
　ところで，産学官連携をめぐる研究はここ10年間に長足の進歩を遂げている。その背景に
はt国が産学・産学官連携を促進するために，1990年代後半以降，矢継ぎ早に種々の施策を
講じてきていることがある。なかでも，「競争的資金制度」の拡充は産業・企業を刺激すると
ともに，国の各種機関，外郭団体，都道府県および基礎自治体と公設の試験研究機関，国公私
立大学における産学官連携事業を大きく促進している。こうした中で，この連携事業の事例が
増えるに伴って，これに関する多くの研究が進められてきた。既に，産業構造審議会産業技術
分科会産学連携推進小委員会（2001）や科学技術・学術審議会，技術・研究基盤部会，産学官
連携推進委員会（2003）といった経産省・文科省レベルにおける審議結果を踏まえて，コーデ
ィネーター事業の中で蓄積されてきた事例の紹介と経験交流を主体とする文部科学省産学官連
携コーディネーター編（2006・2007）が刊行されている。また，産学官連携をより活発・円滑
に推進する一助として，オンラインジャーナル『産学官連携ジャーナル』（独立行政法人科学技
術振興機構（JST））も2005年1月15日に創刊されている。事例紹介や経験交流については，
これらの成果に譲りたい。
　ここで，産学・産学官連携に関するすべての側面を総括的にフォローする余裕はないが，上
述したような問題意識から折りにつけてフォローした限りでは，次のような特徴が指摘できる。
すなわち，産学官連携全般の意義や制度設計に関する研究（青木ほか編2001，榊原2000，宮田
2002，西村2003，原山St著　2003，長平・西尾編著2006など）が進められる一方で，多くの研究は，
イノベーション促進や新産業創出，ベンチャーを中心とする新企業創出の側面に集中している
（川名2001，長山2005ab，湖中ほか編2005，前田2005など）。後者の側面に関しては，近年では，
それまでの実務者レベルの事例紹介を超えて，西口編（2003）や三井編（2005），馬場・後藤編
（2007）などのように本格的な実証研究も進められつつある。他方で，人材育成の側面からの
アプローチが少ないことなどが指摘されている（川名2005，堀2005）。この傾向からも，競争的
資金制度の導入と，それに伴って急増した産学連携のねらいが直接的には，イノベーションの
促進と新産業・企業の創出という産業政策に力点があることが理解できる。
　本研究は，上の研究ジャンルで言えば，自治体が独自の地域産業・環境政策に基づいて，産
学官連携事業を進めたケースであり，新産業創出の側面を扱ったものに相当する。このジャン
ルの研究では，産業創出という目的とそのプロセスの側面に光が当てられる一方で，連携事業
に参加する主体（アクター）の分析が十分に行われているとは言い難い③。本研究において自
治体・大学・地元企業の三者の背景と思惑，行動を詳細に扱ったのは，この点を補うねらいか
らである。他方で，自治体が主導した産学官連携事業に関する研究は多くない。本稿は，この
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事例研究の豊富化をも意図している。
　以下の本稿では，茅野市における工業の最近の発展とイノベーション振興政策の本格的な展
開を跡づけた（2章）後，連携事業に直接的に関わり，その施策の一環として新産業の育成を
掲げる「茅野市地域新エネルギービジョン」を詳細に検討した（3章）。その上で，連携事業へ
の取り組みを大学側のメモから跡づける（3章）一方で，連携事業参加の企業の側からこの事
業がどのように捉えられているかに関してもヒアリングに基づいて詳述した（4章）。最後に，
以上から浮き彫りになる特徴や教訓をいくつか拾い上げて，本稿を終わることとする（5章）。
2．茅野市における機械金属工業の発展と工業振興政策
（1）1990年代までの発展1「機械工業の町」へ
　近年における茅野市工業の変化をみる前に，茅野市における1990年代までの工業発展，な
かでも機械金属工業のそれについて確認しておく④。
　茅野市において機械金属工業の発展が在来工業を凌駕するのは，1960年代以降のことであ
る⑤。核心3市町における精密機械工業の発展が本格化する中で，当該市町では生産拡大の狭
阻性が顕在化する。これに伴って周辺市町村への工場の分散化が進んだ。隣接する茅野市では
その受け皿として，1960年以降に工場進出が進展した（茅野市1988，小林・市川監修1993）。こ
れによって1963年当時，機械金属5業種（金属製品・一般機械・電機・輸送機・精密機械）が，そ
れまで最大業種であった食料品を，出荷額では若干下回ってはいたものの，従業者数では超え
る規模になっている。
　1960年代後半以降になると，電機・精密機械などの機械金属5業種の発展が本格化する。
1973年（従業者数4人以上）には，事業所数こそ食料品を下回るものの，従業者数では電機に
次いで精密機械が第2位業種となり，出荷額でも電機・精密機械・一般機械が上位3位までを
占めて，機械金属5業種は業種レベルでも主要部門としての地位につく。1974年の『工場通
覧』に掲載されている56工場は，すべて機械金属5業種で占められている（電機25，精密12，
金属製品8，一般機械7，輸送機4）。ここに，現在の茅野市工業の骨格ができあがる。
　機械金属5業種の内部に目を転ずると，プリント回路およびその関連工業（メッキ，電源抵
抗器・コンデンサー関係）の発展が1つの特徴である（鹿嶋1995）。その発展は，隣接する諏訪市
からの分散や移転に加えて，首都圏方面からの分散・移転によっていた。さらに，中核企業群
からのスピンオフが盛んであり，プリント回路関連工業の小規模な集積が形成されていた。
　その後1970年代後半以降も機械金属工業の進出が続き，1990年代にはまさに茅野市は「機
械工業の町」へと変身する。1990年でみると（従業者数4人以上），事業所数333のうち機械金
属は220事業所で全体の約3分の2を，従業者数8，354人のうち同じく6，277人で75．1％を，
出荷額1，911億円のうち同じく1，354億円で70．9％を，それぞれ占めている。ただし，こうし
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た発展は，一面では，分工場の進出によるものであり，茅野市工業には分工場地域（分工場が
卓越する地域）として特質が刻印されていることを見逃すことはできない。
　分工場化の一方で，1980年代から90年代にかけての機械工業の発展過程において，その内
部構成に「一般機械へのシフト」と言えるような変化がみられたことも事実である。すべての
指標において精密機械が相対的・絶対的にその比重を落とすとともに，電機の比重低下が相ま
って，その20年間でみると，精密機械から電機へ，さらに一般機械へのシフトが急速に進ん
でいる。このシフトは，粗付加価値額の推移からみて，同時に高付加価値製品への転換という
側面も併せ持っていた。
　茅野市における工業発展は同時に，諏訪圏域の中における地位の向上であった。茅野市は
1990年代に入って，すべての指標で諏訪市のそれを上回るようになり，出荷額と粗付加価値
額でも，岡谷市と肩を並べる水準にまで増加してきている。つまり茅野市は，諏訪圏域の製造
業において岡谷市に次ぐ地位となり，諏訪圏における工業集積を考える場合にも，無視できな
い存在へと拡大してきている。
　（2）近年における展開：強まる分工場経済化
　2000年以降における茅野市の工業は，基本的には90年代における特質や動向を引き継いで
いる。問題は，その特質や動向のうちのどの側面がより大きく出ているかである。
　まず，前項の最後に触れた諏訪圏における地位の向上が続いている点から確認する（第1図）。
　この間の変化で注目されることは，製造品出荷額等において岡谷市を抜いて第1位に躍り出
たことである。諏訪圏では，2003年以降における景気の立ち直りをいち早く反映して，諏訪
市を除いては製造品出荷額等と粗付加価値額が増加傾向にある。この傾向を最も大きく反映し
たのが茅野市の工業であった。茅野市における製造品出荷額等は，2004年に2，623億円（対
2001年比で約30％の増加）となり，同じ期間に微増にとどまった岡谷市をおよそ300億円弱上
回った。
　2001－04年において，事業所数が引き続き減少する中で，従業者数は微増である。ただし，
事業所数で注目されることは，減少傾向の中で進出・移転工場が少数ながらも存在しているこ
とである。また製造品出荷額等の大幅増加にもかかわらず，粗付加価値額では微減を記録して
いる。こうした各指標の推移と，次にみる市内の工業構成の変化とを考慮すると，この間にお
ける茅野市の工業では，進出・移転工場の多い地域の特質つまり分工場地域としての性格が
強まっていると判断される。したがって，製造品出荷額等の増加は，茅野市において1990年
代までにみられた工業の高度化をそのまま引き継いだ傾向とは言い難い。むしろ，茅野市工業
にみられた分工場地域としての特質を増幅したかたちで反映している，と言えそうである。
　こうした点を確認すべく，茅野市工業の内部の変化を立ち入ってみていくことにする（第2
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図）⑥。
　まず注目されることは，上述した点を裏書きするように，製造品出荷額等の増加は，景気回
復を牽引している電機や輸送機械などの増加によっていることである。機械金属5業種では，
1980年代からの減少傾向が継続している精密機械を除く4業種において製造品出荷額等が増
加（2000－04年約30％）を記録した。なかでも，この間に電機のそれは約40％の増加を記録
して，総額1，512億円に達している。これは製造業全体の約6割，機械金属5業種の約7割強
を占めている。同じく輸送機械のそれも，5業種平均の増加率を下回っているものの，約20
％の伸びを示した。この2業種の増加は，同じく増加を記録したものの平均を大きく下回る
一般機械（13．7％増）や金属製品（4．2％増）を大きく引き離して，5業種のみならず製造業全体
における製造品出荷額等の増加に寄与している。
　製造品出荷額等の推移とは裏腹に，この間，他の指標ではそれに照応する伸びがみられない。
事業数（従業者数4人以上）の減少は1990年代から継続しており，製造業全体で21．2％，機械
金属5業種では23．4％に達している。なかでも，精密機械は半減し，電機でも20％を超える
減少を記録した。
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　　　　　　　　　　　資料）工業統計表（市町村編），従業者数4人以上
　従業者数の減少も1990年代から継続しているものの，製造業全体の約4％に対してt機械
金属では約1％の減少にとどまった。後者では，一般機械（1．306人から1．343人）と輸送機械
（282人から406人）で増加を示したのに対して，製造品出荷額等で大きな伸びを記録した電機
（3．217人から3．087人）が減少しただけでなく，1995－2000年で増加に転じていた金属製品でも
減少を記録した。精密機械も減少は続いているものの，微減にとどまっている。
　粗付加価値額では1995年以降の微減傾向が継続しているものの，事業所数・従業者数とは
異なる傾向が見られる。全体の微減の中で，機械金属以外の業種が1995－2000年の微減から転
じて伸びを示すとともに，機械金属5業種では輸送機械（約30％弱）と精密機械（微増）がそ
れぞれ増加を記録したのに対して，電機・一般機械・金属製品はいずれも減少した。なかでも，
電機は1995年以降減少が続いており，この間も引き続き約10％の減少を記録した。
　以上のような茅野市内部の工業構成の変化では，分工場地域としての特質が電機で特に強ま
っていることが注目される。というのも，電機は，製造品出荷額等の大幅な伸びに対して，事
業所数・従業者数・粗付加価値額の減少が続いている。したがって電機では，事業所あたり出
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荷額が約80％，従業者1人あたりの出荷額では約45％弱と大きく伸びているのに対して，事
業所あたりの粗付加価値額は16％の増加にとどまり，従業者1人あたり粗付加価値額ではむ
しろ約6％弱の減少を記録しているのである。つまり，労働生産性の上昇が粗付加価値額に反
映されていない。換言すれば何らかの要因によって地元に留まるべき価値部分が減少してい
る。この傾向こそ，まさに分工場地域としての特質である。これを，電機とほぼ同じ傾向を示
している輸送機械の動向が後押ししている。輸送機械の伸びは，2000年代に入ってから地元
では，工業の成長を象徴するものとして大いに歓迎されている。しかし，その変化の傾向から
みて，必ずしも地元の期待通りにはなっていないことを示している。
　他方で，1980年以降に顕著になっていた「一般機械へのシフト」という，茅野の工業にみ
られた重要な特質がここに来て，今ひとつ進んでいないことも指摘しておかなければならない。
一般機械では，従業者数の微増，製造品出荷額等の増加の一方で，事業所数の減少が引き続き，
それまで増加基調にあった粗付加価値額も減少に転じている。精密機械も，一般機械に似た傾
向を有するが，基調として縮小の方向にあり，上の「シフト」を強める方には作用していない。
　こうした2000年代になって顕著になってきた特質が，景気動向に左右されて一時的ないし
は先行的に現れたものであるのか，あるいは今後も継続する，つまりある意味で茅野市工業に
みられる構造的な特質なのかを判断するには，もう少し時間が必要であるし，詳細な実証的検
討が必要である。ここで言えることは，2000年代に入って，地元経済にとってはあまり好ま
しくない傾向が増幅されて来ているということである。
　（3）茅野市の工業振興政策の展開
　茅野市における産学官連携事業を理解するためには，これに直接関連する施策展開をみる前
に，1990年代後半以降における工業振興政策なかでもイノベーション推進を指向した施策
への動きと，これに基づいた市内企業の研究開発への支援，産学官連携に向けた具体的な動き
を捉えておかなければならない。そこで，まず茅野市における2003年7月時点までの工業振
興政策の展開について確認した（7）上で，近年における変化を捉えていく。
［中小企業振興条例から「1996年要綱」へ］　茅野市における工業振興政策は，1978年におけ
る「茅野市中小企業振興条例」（以下，振興条例）の制定に始まる。これの工業振興に相当する
部分は，次の6点からなる。すなわち，「（1）指定施設への補助（第3条），（2）特定地域内の工場
への補助（第4条），（3）あっせん及び協力（第5条），（4）融資のあっせん（第6条），（5）保証料及び
利子の補助（第7条），（6）指導及び補助（第8条）⊥以上6点である。
　（1）では，高度化事業，公害防止施設，産業廃棄物処理施設，従業員福利厚生施設の4施設が
対象とされている。いずれも，国や県の補助を受けた額は対象経費から除くとされている。②
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の特定地域とは，「工場適地」および「準工業地域」「工業地域」「工業専用地域」（都市計画法），
ならびに「市長が認める地域」である。市内企業の新増設の他に，市による誘致企業が立地す
る場合が想定されており，市独自の誘致政策と見なし得る。これを補完するものとして（3）があ
り，産業インフラの整備のほか，「労働力確保」なども含まれている。（4）と（5）は，一般的な中
小企業施策に対する市単独の上乗せである。（6）は，中小企業の経営近代化施策であり，「高度
化，共同化」などの事業への指導・助言，経営近代化の努力を促進する情報提供や講演会など
の開催中小企業者への支援の3点となっている。これが後に，1996年に作られることなる
「茅野市新技術・新製品開発事業補助金交付要綱」（1996年4月～2003年3月までの時限立法，以
下「1996年要綱」）に引き継がれていく。
　市独自の中小企業（・工業）振興施策としては全分野が工業に関係しており，全国的に見て
も早い取り組みである。他方で，誘致施策としての側面も併せ持っており，この側面では，誘
致条例の全国的な制定ブームが1960年代である点からみて，取り組みとしては遅い。ここに
も，諏訪圏における核心3市町とは異なる工業の発展の経緯が反映されている。
　茅野市は，このように市単独で，かなり幅広くかつ分厚い優遇政策を展開してきていた。し
かし，この広範な底上げを図る施策に対して問題が指摘されるようになった。問題点の洗い直
しを受けて展開されたのが，1990年代後半以降における中堅企業への種々の取り組み，なか
でもそのイノベーションの取り組みを支援する政策である。
　イノベーション施策への転回にあたって，茅野市には次のような現状認識があった。まず，
人口や産業などの市勢が比較的良好に推移していること，第2に良好な産業の推移に対して，
市としても行政支援をしておきたい，換言すれば「空洞化問題」などが発現し深刻化する前に，
市としても何らかの手を打っておくべきある。そのためには，第3に，中小企業の広範な底上
げとは一線を画して，オンリーワン指向やチャレンジ精神をもった中堅企業のイノベーション
を支援していく必要性である。中堅企業層の発展を下層へと波及させ，市内工業のいっそうの
活性化を図るという姿勢である。この現状認識の基本線は，2000年代に入っても変わってい
ないようである⑧。
　最後の認識が比較的早い時期から醸成できたことには，次のような事情も作用している（9）。
すなわち，茅野市自体が種々の側面で先行する核心3市町の状況をつぶさに観察できたこと，
さらに「地元」企業群の少なくない部分が核心3市町から移転・分散しており，その経営者た
ちが核心3市町の施策や問題点に精通していたことなどである。
　こうした自覚的な中堅企業群が，工業界内部における，いわば「主体形成」であり，後にイ
ノベーション施策の「ご意見番」であるとともに，その主たる支援の対象となる。その中心に
位置付いているのが「茅野市工業振興協議会」（以下，CIC）である。
　以上の認識の下に，1978年の「振興条例」に基づいて，作成されたのが「1996年要綱」で
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あった。これは，2003年にリニューアルされた「茅野市新技術・新製品開発事業補助金交付
要綱」（2003年4月～2007年3月までの時限立法，以下「2003年要綱」）の最初のバージョンである。
［イノベーション施策への転回］1996年要綱は，新技術または新製品の開発に要する経費に
対する支援を目的としていた。対象は，「（1）機械，器具又は装置の省力化，高性能化又は自動
化のための技術開発，②新材料の開発及び利用技術，（3）新製品に技術開発，（4）生産加工又は
処理のための技術開発（5）新システム又は新工法の技術開発」，の5点である。
　開発支援の特徴は，生産から加工・処理新製品までのあらゆる分野における新たな取り組
みを包括している点である。生産現場のルーティン・レベルにおける日々の改良・改善を超え
た，時間を要する「改良・改善」はコストがかかり，小企業ではなかなか取り組みにくいとい
う実情を踏まえたものであった。これに関わる経費はほぼすべて支援の対象となっている。
1996～2002年度までの7年間に，13社22件に対して36，899千円の補助金は交付された（第1
表参照）。複数の交付を受けた企業の割合が全体の3分の2を占めていることが気になるとこ
ろである。これは1996年要綱が具体的な成果が出る，あるいは出せそうな段階の申請案件を
想定していたことによっている。また，特徴的なことは，補助金の申請や実績報告をしやすく
（形式を簡略化）していることである。ただし，書類自体に「手抜き」が認められているわけで
はない。審査は，外部の審査委員5人によって厳正に行われている。
［イノベーション振興政策の本格的な展開］2003年要綱は，1996年要綱をさらに前進させた
ものであった。具体的な成果が出る可能性が低い案件でも，つまり成果を出す前の研究の段階
にも支援するという画期的なコンセプトが含まれていたからである。2003年要綱の実績を示
せば，第1表の通りである（1996年要綱実績も合わせて掲示）。
　この変化には，次の3点が関わっている。まず業界からは，新たなイノベーションのシーズ
になりうる可能性のある研究開発に対しても，強い支援の要望があった。他方で第2に，1996
年要綱の支援対象は国や県の補助事業の対象にもなり得るものであり，市の事業の独自性は薄
れているという反省が市にはあった。市の独自色をもう一歩進める発想が求められていた。第
3に，1996年要綱に対する反省以上に重要な点は，2002年に4年制になった諏訪東京理科大
学が地元に向ける視線を大きく変えてきたことである。同年10月に開催された「開学記念フ
ォーラム」以降，産学連携の研究会や経営ゼミナール，公開フォーラムなど地元産業界と大学
教員とが協力し合う「地域コンソーシアム」の立ち上げへの機運が一気に進み始めていた。
　こうした状況変化への1つの対応として新たに準備されたのがCICの設立であった。「地域
コンソーシアム」構想に対する，地元の母体としての役割である。その目的はものづくりの振
興を通じて地域工業の発展に寄与することである。そのために，地域・業種間の連携を図ると
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第1表　茅野市新技術・新製品開発事業補助金交付企業（1996年～2005年）
年度
i平成） 企業名 技術開発のテーマ
補助対象経費
㈹v（千円）＊
補助額合計
@（千円）
1996
i8）
N工業（株）
i株）G製作所
i有）O
i株）C
自動鍛造ライン
hア用チェーンロックの強制解除機構錠前の開発
買tリープリント基板処理技術の確立
赶ﾂはんだ付け外観検査装置
小　計 40，866 6，555
1997
i9）
（株）H技研
O（株）
腰痛治療装置の開発・製品化
ｹ声記録装置とファイル管理システムの商品化
小　計 24566 生000
1998
i10）
Mゴム（株）
O（株）
i株）C
自己潤滑性を有する自動車用電装部品の開発
ﾍんだペースト検査装置の開発
s良基板修正支援システムの研究開発
小　計 30，798 4907
1999
i11）
K技研
i株）F
i株）H技研
健康機器の開発
ｱ電性繊維の素材開発及び用途開発
蜻ﾚ骨転子部骨折治療用随内固定インプラント
ﾌ開発及び製品化
小　計 24，736 4，368
2000
i12）
N工業（株）
i有）Pシステムズ
O（株）
自在ホースエンド生産ライン
oCを利用した計測・評価・ハードデバックシステム
d動倍率変更機能付きビデオ顕微鏡の開発と商品化
小　計 99794 6ρ00
2001
i13） （株）Yスクリーン
i株）C
i有）Pシステムズ
i株）G製作所
画像処理技術によるプリント基板穴明け後の穴
a，穴位置検査機の開発
ｰ暖房PHヒーターコントローラの開発
ｴ小型キースイッチの開発
小　計 7α149 6445
2002
i14）
H（株）
m工業（株）
i株）N精機
コインリフト対応の小型両替機の開発
M間中空鋳造システムの開発
???撃??pしたフィルム及び装置の開発
小　計 66，083 4，624
2003
i15）
（有）M工業
m工業（株）
i株）N精機
オイル缶より直接給油できるコックの開発
ｩ動車用TRIP鋼二相域鍛造製品の開発
cTF対応ベーシックモジュールシステムの開発
小　計 28，161 5，182
2004
i16）
Mゴム（株）
i有）Pシステムズ
s産業
振動吸収材料及び加工技術開発
qｬ画像処理回路，ソフトウェアの開発・評価
Vステムの開発
ｼ径0．1mm微小径材料の切削加工を可能とし
ｽマイクロNC旋盤野開発
小　計 32752 6，000
2005
i17） T精機工業
P機器（株）
マシニングセンタにおける熱変位及び剛性向上
ﾌ研究開発
h犯用品「鬼に金棒」の商品開発
小　計 13，936 2246
1996－200517社 30件　　　　　　　　　合　計 431，841 50，327
注）＊ただし，百円の位を四捨五入
資料）茅野市役所提供資料。ただし企業名は記号を用いた。また，製品名については伏せてある。
　　また，補助対象経費および補助額は各年度の合計額のみを示した。
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ともに，産学公交流を通じて協働して新製品・新技術の研究開発新事業の創出などに推進す
るとなっている。さらに，市としては，施策に対する「ご意見番」としての役割や，企業トッ
プの連携に基づく，業界としての「意思決定機関」的な意味合いも期待していた。
　茅野市および地元業界をめぐる状況変化とその「主体形成」を踏まえて，生まれたのが
「2003年要綱」であった。これは，1996年要綱の技術開発に，諏訪東京理科大学などとの産学
連携を念頭に置いた研究開発が加わり，「インダストリアルチャレンジ」支援の性格を明確に
したものであった。企業間や産学，産学公の連携による研究会に関わる経費への補助が新たに
加えられた。成果を出す前の研究の段階にも資金的な援助をするというコンセプトが，研究会
レベルへの適用として具体化されている。
［産学官連携の展開］2003年要綱に基づいて，茅野市においては，産学官連携（1°）が推進され
る。それは，大きくは2つの方向において推進されていくことになる。
　1つは，諏訪東京理科大学との交流事業を契機として動き出した「諏訪東京理科大学地域コ
ンソーシアム推進協議会」（以下，推進協議会）の構想である。ここで，産学官連携の主体とし
て想定されているのは，いずれのパートについても，茅野市だけでなく，諏訪圏の関係6市町
村が念頭に置かれている。「産」では，地元産業界の中核企業群，商工会議所，市町村工業振
興協会，JAなどである。「学」では，諏訪東京理科大学だけでなく，公設試験研究機関，さら
に諏訪圏以外の研究機関も考慮されている。「官」＝「公」は諏訪圏の関係6市町である。関係
機関として，県テクノ財団および「諏訪圏工業メッセ実行委員会」があげられている。いずれ
も，諏訪圏の工業展開に大きく関わっている「公」としての性格が強い組織であった。なお後
者は，2002年からはじめられた「諏訪圏工業メッセ」の実施主体であり，後述するように，
2005年に「諏訪圏ものづくり推進機構」として発展的に新たに組織化され，上述の推進協議
会の事業の運営主体へと成長していくことになる（ll）。
　推進協議会による構想の下で動き出した産学官連携事業には，次のようなものがある。まず，
諏訪東京理科大学との連携によって進められた「経営者ゼミナール」，「環境フォーラム⊥「公
開フォーラム」と，産学の連携事業を念頭に置いた「情報提供プロジェクト」，「産の技術交流
プロジェクト」とである。「経営者ゼミナール」は文字通り，経営者教育をねらいとしている。
「環境フォーラム」は，環境をテーマにしたニュービジネスを作り出すことがねらいである。
「公開フォーラム」は，2002年の開学フォーラムを今後とも継続して，毎年開催するという構
想であり，市としては産学の「出会いの場」になるという期待があった。「情報提供プロジェ
クト」は直接的には，大学で必要とする実験装置を地元に発注させようというのが，茅野市の
ねらいである。
　茅野市はゆくゆくは，この推進協議会に大学のシーズを提供してもらい，企業ニーズと合致
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する場合には，研究会の立ち上げまで進めたいという期待も抱いていた。実際，推進協議会の
立ち上げの過程において，すでに諏訪東京理科大学との産学連携であり，しかも諏訪圏の企業
群が参加する「諏訪リマニュファクチャリング研究会」が動き出していた。
　もう1つの産学連携事業であり，推進協議会の下で茅野市が独自に構想していたのは，「産
の技術交流プロジェクト」である。市では，このプロジェクトを担うものとしてCICを想定し，
CICのプロジェクトと推進協議会のそれとを連動させることを期待していた。推進協議会の中
に技術交流の場を作り，その中で，医療や環境の分野で，新たなものづくりに結びつくような
共同研究を育てていきたいというのが，市のねらいであった。
　ところが，推進協議会は前述のように，諏訪圏6市町村を念頭に置いて，組織的に「諏訪圏
ものづくり推進機構」として独立するに至る。そうした経緯の中で，CICのプロジェクトと諏
訪東京理科大学との産学連携構想が残り，最終的には本稿で取り上げる茅野市単独の産学官連
携事業へと結びついていくことになる。次に，これについてみていくことにする。
3．地域新エネルギービジョンと産官学連携事業
CICのプロジェクトと諏訪東京理科大学（以下，理大）との産学連携事業は，2004年に提示
された「茅野市地域新エネルギービジョン」（以下，ビジョン）の施策の一環として実現される
ことになる。本章では，まずこれをフォローした上で，産学連携事業について詳しくみていく。
　（1）茅野市地域新エネルギービジョン
　このビジョンが登場する経緯は，この連携事業の現状を捉える上で重要な要素を含んでいる。
このビジョンは『茅野市総合計画』の一連の構想の中で登場してくる。茅野市では，市民・民
間・行政の「パートナーシップ」という理念と手法によってまちづくりが推進されている（茅
野市（2001）r茅野市総合計画（2001－07年度）』）。この理念と手法に基づいて，2001年3月には
「茅野市環境基本計画」，「茅野市緑の基本計画⊥「茅野市景観形成基本計画」が策定され，八
ケ岳の自然と共生する交流拠点都市をめざして環境問題への取り組みが進められている。
　このビジョンは，茅野市経済部工業労政課（2004）によれば，「新エネルギーへの意識の高
揚を図るとともに，地域内のエネルギー需要量や新エネルギー賦存量調査，導入プロジェクト
などについて検討を行ない，茅野市の地域特性を踏まえ」て導入しようとしたものである。そ
の重要な施策の1つとして，「関連する新たな産業の創出や育成」が明示された。
［ビジョンの作成過程］基本方針は，「新エネルギーの導入」と「新エネルギー関連産業の育
成」の2つの側面から検討された。前者は，「茅野市環境基本計画」など市として独自に環境
問題に取り組むという指針に基づくとともに，国が1997年に制定した「エネルギー利用等の
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促進に関する特別措置法」（いわゆる，新エネルギー法）を根拠としている。
　茅野市による独特の取り組みは後者の「新エネルギー関連産業の育成」である。この柱は，
茅野市において「ものづくり」に関連する企業が集積しているという地域特性を活かし，新エ
ネルギーに関わる新製品・新技術の研究開発に結びつけていくためである（茅野市経済部工業労
政課2004）。
　重点的に導入すべき新エネルギーとその基本方針は，第2表に示す通りである。新エネルギ
ーとして風力発電が挙げられていない（ただし，今後の導入リストにはある）点を除けば，ほぼ
「新エネルギー法」に指定されたものはほぼ網羅されている。
　もう1つの柱である新エネルギー関連産業育成に関する基本方針は次の4点である。すなわ
ち，（1）企業コンソーシアムの活用，②マーケット情報など最新情報の収集，（3）行政による産と
学の融合に向けた働きかけ，（4）産学公（官）の役割を明確にした上で，産学公連携の有効活用，
の4点である。市へのヒアリングに基づいて，若干の説明を加えておきたい（12｝。
　まず気づく点は，（2）を除けば，（1）（3）（4）は文言上の違いはあるものの，同じく産学官連携の
促進である。事実，その地理的領域の違いこそあれ，いずれも産学官連携が念頭に置かれてい
る。領域的な違いに着目すれば，（1）で念頭にあるのが，諏訪圏の6市町村における企業と理大
との連携であるの対して，（3）と（4）では茅野市内の企業の産学官連携である。少し立ち入ってみ
ていくと，次の通りである。
　（1）の「企業コンソーシアム」において念頭にあるのは，上述した推進協議会における理大と
地元産業界との連携である（松橋2004）。この場合の地元とは，諏訪圏の6市町村である。理
大の設立，なかでも4年制移行にあたってはこの諏訪圏6市町村からの基金（約100億円といわ
れている）が基礎となっていたからである。これに関係して，理大と地元との交流事業につい
ては基本的に，この領域を念頭に置かざるを得ないという事情がある。したがって，茅野市は，
大学が立地しているからといって，理大との交流事業について，自市のみを念頭に置くことに
は慎重でなければならなかった。茅野市が2002年の時点で，推進協議会の構想を掲げるにあ
たっても，同様の制約があった。実際，構想が具体化する段階において，この事業の運営を
「諏訪圏ものづくり推進機構」に任せることになる事情も，このことによっている。換言すれ
ば，茅野市が，理大と交流事業を企画する場合には，まずこの諏訪圏における交流を促進しな
ければならないために，基本方針の冒頭に置いていた。ビジョン作成時には，理大との交流事
業の運営にあたっている「諏訪圏ものづくり推進機構」がまだ存在しなかったので，市内にお
ける関連産業の育成を考慮していたとしても，まずは「企業コンソーシアム」を基本方針の冒
頭に挙げざるを得なかったのである。
　「企業コンソーシアム」が以上の通りであるとすれば茅野市として，新エネルギーに関連
する産業を市独自に育成するという点では，実質的に意味を有しているのは（3）と（4）ということ
108
　　　　　　　　　　　茅野市における地域産業・環境政策と産学官連携事業
　　　　　　　　　　　　　第2表導入する新エネルギーとその基本方針
a．重点的に導入すべき新エネルギーとその基本方針（その1）
太陽光発電 ○公共施設，業務・産業分野での導入
寰R小屋などへの一層の導入を推進
寶Z宅：現在実施中の助成制度の継続と一層の普及啓発
寞ﾆ務・産業分野を対象とした助成制度の普及啓発，導入推進
太陽熱利用 ○不凍液を用いたソーラーシステムの導入推進：新築時での導入や，補助
烽ﾌ利用などの検討
バイオマスエネルギー ○個別収集されているホテルの廃食用油など：エネルギーとしての有効利
pを推進バイオディーゼルとしての利用の余地を検討
宦u茅野市ふれあい里山づくり条例」を念頭に置き，取り組みを推進する
c体などと連携することによって，有望なエネルギー源として具体的な事
ﾆを推進
中小水力発電 ○水利権や自然公園法などの法規制の諸問題をクリアーできる地点，例え
ﾎ住宅用の中小水力発電の導入を推進
寶ｬ規模河川，渓流の近傍で電力需要がある公民館などにおいて積極的に
?p
地　　熱 ○温泉施設において廃湯を利用した暖房等への熱の直接利用や小規模発電
ﾉより発生した電力を施設内で消費するというシステムなどを検討．こう
ｵた地点での着実かつ積極的な導入を推進
クリーンエネルギー自動車 ○電気自動車や天然ガス自動車の導入を図るにはエネルギー供給施設（充
d所充填所）の整備が必要であるため，観光地における自然保護などと
A携を図りながら，これらを踏まえた導入計画から検討
コージェネレーション
i石油系を含む）
○ホテルや製造業の他，オフィスビルなどでの小規模な施設への普及促進
その他
iハイブリッドシステム）
○山小屋などでの需要に対応するために，太陽光発電・中小水力発電等の
nイブリッドシステムの制御システムなどに関する研究開発支援を検討
b，今後の動向を踏まえ導入する新エネルギーとその基本方針（その2）
風力発電 ○電源が必要であるような施設一例えば山小屋など一での導入を推進
尓雷ｵ調査など，地道な情報収集により，建設可能なサイトを探索
廃棄物発電 ○関係機関，関連部署と連携し検討
雪氷冷熱 ○今後のコストダウンの動向を踏まえながら，夏期などに冷熱を積極的に
?pできる施設を対象に導入を検討
燃料電池 ○試験的な導入に焦点をあて，検討
資料：茅野市経済部工業労政課（2004）のp，9の表8およびp．10の表9の一部表現を略記して掲載
になる。まず，（4）の「産学公連携の有効活用」が基本的なねらいであり，産学の研究開発を市
が支援するとともに，そのことを通じて市内の関連産業の育成を図るものとみることができる。
（3）の「行政による産と学の融合に向けた働きかけ」は，市の役割を表明している部分であり，
有効に活用したいと考えている産学の連携・協力を市が積極的に媒介して，実現させようとい
う方針である。
　このことは，基本方針に続く新エネルギー導入に向けた施策によって，さらに鮮明となる。
本稿の焦点である関連産業の育成の側面に着目して，次にみていくこととする。
［新エネルギー導入に向けた実現方策］　茅野市は，実現方策として，「新エネルギー導入プロ
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ジェクト」と「新エネルギー関連産業の育成⊥「新エネ導入推進施策」の3つを柱に掲げる。
なかでも，単なる新エネルギーの導入ではなく，「新エネルギー関連産業の育成」が重視され
ていることは一目瞭然である（第3表）。関連する部分を抜き出してみるとt次の通りである。
　まず「市民・事業者への支援」のうちの「経済的支援」において，「事業者が新エネルギー
産業に参入するにあたって」が考慮されていることから，単なる導入促進でないことは明らか
である。この項目における「今後検討すべき施策」でも，事業者を対象とする「太陽光発電導
入補助」に加えて，「新エネルギーに関連する新産業のマーケット調査に対する助成」が挙げ
られており，市内企業が関連する産業に参入する場合のことが念頭に置かれている。
　「市民・事業者への支援」のうちの後半の3つは，まさに関連産業の育成に直接に関わる内
容である。「関連産業の育成」の施策では，「事業者の新エネルギーに関する産業を育成・誘致
企業の行う技術開発を支援」が掲げられている。ここで注目されるのは，「育成・誘致」だけ
でなく，さらに一歩踏み込んで，企業が進める技術開発への支援が挙げられていることである。
　技術開発への支援で念頭にあるのが理大との産学官連携であることは，その検討すべき施策
の内容からほぼ明らかでなる。第1が「3E検討会による具体的な検討」である。「3E検討会」
は理大の研究者が中心となって行っていた環境・エネルギー・エコロジーに関わる研究会であ
る。これは，理大が地元との連携を進めていく上で，大学側がまず立ち上げた，いわば戦略的
な性格を有する研究会である。ここに検討を呼びかけるということである。
　第2が「茅野市工業振興協議会を活用した情報交換」である。CICは，行政と工業界とが直
接的に情報を交換し，後者の提言を受ける関係にするために考えられた組織である。その際
理大との産学官連携の推進の動きに対して，地元企業が素早く対応することも，設立の1つの
重要な柱となっていた。つまり，「3E検討会」が大学側の産学連携に向けた戦略的な研究会で
あるとすれば，CICは茅野市側の戦略的な組織ということができる（松橋2004c）。
　このように当初から理大との産学官連携が念頭にあったことから，「研究開発の支援」では，
「諏訪東京理科大学地域コンソーシアム推進協議会を中心に研究開発を進めていく」ことが明
記されるとともに，「その他研究機関，事業者との連携を図る」こともあり得るとされている
のである。その検討すべき施策の内容でも，再び「3E検討会による具体的な検討」が挙げら
れるにとどまらず，さらに「市からの研究テーマの提案，産学連携プロジェクトの提案」が明
記されており，ここでの支援に市が積極的に関与していくことが表明されている。
　最後に，理大やその他の研究機関と進める「民間のプロジェクトへの支援」が掲げられてい
る。そこでの検討すべき施策内容では，プロジェクトを実施する事業者に対する「情報提供等
を支援」や「国の補助金など情報提供」，「法規制等の相談⊥「補助金の検討」が具体的に提示
されている。なかでも，「補助金の検討」は市独自のそれが狙上に挙げられており，これが本
稿で取り上げる茅野市における産学官連携事業に直接つながっている。
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　　　　第3表　新エネルギー導入の施策体系
支援対象／施策名 概要く今後検討すべき施策〉
市民・事業者の支援
／経済的支援 市民・事業者の新エネルギー導入や，事業者が新エネルギー産業に参入するに
あたっての経済的支援
〈今後検討すべき施策〉
■事業者を対象とした，太陽光発電導入補助
■新エネルギーに関連する新産業のマーケット調査に対する助成
／普及啓発 市民・事業者に対して新エネルギーに関する情報提供
〈今後検討すべき施策〉
■広報事業：パンフレット作成・配布，HP作成・掲載
■体験学習事業：新エネ機器貸出，工作教室，実演展示 （太陽光発電風力発
電を利用した各種機器の稼動，1日遊園地の開催）， 実際に設置した新エネル
ギー導入施設見学
■啓発・交流事業：講演会，フォーラムの開催，映画， ビデオ上映，勉強会，
作文募集
／基金の創設 新エネルギーの導入推進のための基金を設置
〈今後検討すべき施策〉
■導入，普及啓発の資金として活用など
／関連産業の育成 事業者の新エネルギーに関する産業を育成・誘致企業の行う技術開発を支援
〈今後検討すべき施策〉
■3E検討会による具体的な検討
■茅野市工業振興協議会を活用した情報交換など
／研究開発の支援 諏訪東京理科大学地域コンソーシアム推進協議会を中心に研究開発を進めてい
く。また，その他研究機関，事業者との連携を図る
〈今後検討すべき施策〉
■3E検討会による具体的な検討
■市からの研究テーマの提案
■産学連携プロジェクトの提案など
／民間のプロジェク プロジェクトを実施する事業者に対して，情報提供等を支援
ト支援 〈今後検討すべき施策〉
■国の補助金など情報提供
■法規制等の相談
■補助金の検討など
市事業における推進
／市施設への導入 庁舎等の市の施設に太陽光発電やコージェネレーション等の新エネルギーを導入
／公共事業での活用 各種の公共事業において新エネルギーを導入
／クリーンエネルギー自動車の導入
公用車としてクリーンエネルギー自動車を導入
資料：茅野市経済部工業労政課（2004）のp．12の表11の一部表現を略記して掲載
　しかも，この産学官連携事業がビジョン作成段階において，すでに具体的なイメージが相当
にできあがっていたものであったことが，次のケーススタディ（中小水力エネルギー利用プロジ
ェクト）の例示からわかる（第4表）。この例示された「概要」のうち「市内の河川，農業用水，
渓流などに中小水力発電設備を設置し，発電を実施」とある中で，設置し発電する「中小水力
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第4表　プロジェクトケーススタディの例（中小水力エネルギー利用）
名　　称 中小水力エネルギー利用プロジェクト
概　　要
○市内の河川，農業用水，渓流などに中小水力発電設備を設置し，発電を実施。
專ｾられた電力は集会所などの公共利用が目的とされる施設や一般家庭に供給。
尢]剰の電力については売電することも想定。
新エネルギー賦存
ﾊ・利用可能量
稼働率を100％としたときの賦存量は58，405MWh／y⇒当市内を流れる河川の流量
ｨよび平均落差を想定して推計。
導入に向けた課題 ○水利権。寥n統との接続の際の電力会社との綿密な協議。
備　　考
○河川・渓流等に中小水力発電を設置し，水力エネルギーを活用して発電を行う。
ｾられた電力は集会所に供給することで，購入電力費用の節約が可能となるととも
ﾉ，CO2削減に寄与。
尠驫ﾔなどの時間帯に余剰電力が発生すれば電力会社に売電を実施し，その収入も
^営費用に充てる。
寶ｫ来的に採算が得られた段階で，利益を自然環境保全に利用することで一層の効
ﾊを期待。
資料：茅野市経済部工業労政課（2004）
発電設備」の開発が産学官連携事業につながっているわけである。
　また，産学官連携事業が新エネルギー産業の育成に結び付くことになる点に関しても，上述
した「企業コンソーシアム」の形成を念頭に置きながら，その「しくみ」が2段階に分けて具
体的にイメージ化されている。これについては，推進協議会がすでに当初とは異なるかたちで
実現しており，しかも諏訪圏における事業構想が前提となっているということもあるので，こ
こでは割愛する。
　次に，実際に動き出した産学連携事業について，みていくことにする。
　（2）産官学連携事業：「マイクロ水力発電装置」研究開発
　「マイクロ水力発電装置」研究開発が理大と地元企業とによる産学官連携事業である。本節
では，その経緯を詳しく見ていく。なお，本節の記述は，理大の提供資料（以下，理大メモ）に
依拠している〔13）。
［目　的］　本事業の目的は，産学官連携事業によって得られた「新たな知見や技術を基に，諏
訪地域の産業および地域活性化を図り，諏訪発のアイディアと技術を諏訪ブランドとして世界
に向けて発信する」ことである。
　その問題意識は次の通りである。すなわち，現在の発電の主流である「火力発電は有限な化
石燃料」を使用し近年の「価格高騰から」，またもう一方の主力を構成する「原子力発電は核
廃棄物等による環境汚染から」，その持続可能性に問題が投げかけられ，「新たなエネルギー源
が摸索されている」。「新たなエネルギー源」の「開発が精力的に行われている」一方で，「ク
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リーンエネルギー源として水力発電」が「見直される機運が富みに高まっている」。なかでも，
「水資源が豊富な諏訪地域の特殊事情から」，後者の機運が重要であり，「高性能かつ経済性に
優れた低落差でも充分に機能する100kw以下のマイクロ水力発電システムを開発することに
より，水資源の有効利用が期待できる」，と。
　要するに主流の発電方式は，その持続可能性に問題があり，新エネルギー源が求められ，
その1つとして水力発電が見直されている。水資源が豊富な諏訪地域では，高性能・経済性に
優れた低落差でも充分に機能するマイクロ水力発電システムを開発することによって，水資源
の有効利用が期待できる，ということである。
［事業内容］　本事業では，「諏訪地域の市街地に近い低落差・低流量の水利環境で作動する
1kW級のマイクロ水力発電システムの開発研究」が，大きくは次の2つの手順によって進め
られた。
①低落差・低流量1kW級マイクロ発電システムの検討
　この手順では，まず「マイクロ水力発電システムの利用環境」を把握するために，「河川や
水路の‘流速’と　‘流量，さらに‘水深　と　‘水路幅’等を調査し，利用可能な水力エネル
ギーのデータベースの構築」を行っている。第2に，「上記のデータベースより得た水利環境
が有する水力エネルギーを用いて，1kW級マイクロ水力発電システムが成立する可能性を多
角的な視点からの検討」が進められた。ここでの課題については，主に2005年度前半の事業
として，理大側の共同研究者が担当した。
　最後に次の目標に絞り込んで，発電装置の開発につなげている。すなわち，「1kW級マイ
クロ水力発電システムの主たる使用目的を緊急災害時のライフラインを確保することに定め，
緊急災害時での使用が可能である条件として，付帯設備を持たない1kW級マイクロ水力発電
システムの概念構造を設計し，発電システムの異なる2種類の基本構想をもとに特許を2件出
願」している。
②1kW級マイクロ水力発電システムの検討結果の応用
　この手順が，2005年度の後半から動き出した産学連携によるマイクロ水力発電装置の共同
開発にあたる部分である。次の理大側による2つのアイディアに基づいて，発電機システムの
構造と制御方法を新たに研究開発するとともに，実用機の設計製作に向けて試作機の製作とそ
の実験データの収集・解析とが行われた。
　第1のアイディアは，相反転マイクロ水力発電装置である。マイクロ水力発電装置は，緊急
災害時のライフライン確保が目的であり，「1人で移動と設置可能である必要から，軽量かつ
小型である条件が科せられる。そこで，発電機のロータとステータの両者が相反転させること
により相対速度が大きくなることを利用して」装置の小型・軽量化を図った，と理大メモでは
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説明されている。
　第2のアイディアは，発電装置のベアリングレス構造である。これについては理大メモでは，
「マイクロ水力発電装置は大型の発電装置と比較して相対的に損失が大きくなる。特に摩擦損
失がその大部分をしめる。そこで，発電機および翼車の回転2軸をそれぞれ磁力により浮上さ
せて非接触のベアリングレス構造とすることにより，摩擦抵抗を低減することが可能になる」
と説明されている。
　このベアリングレス構造をもつマイクロ水力発電装置については，「2種類の試作模型を設
計製作し，機構，機能および制御法の確立を確認」する，また2005年度に出願した「特許を
補充して特許請求し⊥「実用機を設計製作する際の基本データを得る」，と理大メモでは解説
されている。さらに，実用化に向けて，「設計製作したモデル（模型）の電気的特性など動的
特性を定量的に計測し，実用機設計製作の基本データとするための小型で高性能な計測装置を
開発するとともに，マイクロ水力発電装置の小型で簡便な制御装置についても検討」すること
も，課題であると説明されている。
［事業実施体制コ実施の体制は，理大メモによれば次のように進められた。すなわち，「開
発体制は理大が主体となり，地元企業6社の協力を得て研究開発を進めた。理大では主に，構
造解析，翼車解析，概念設計，材料選定，実験方法，解析・評価を担当」するとしている。こ
れに対して，「地元企業6社は得意分野を分担して詳細設計，試作，製造，解析評価を担当」
するものとし，「特許取得は両者が協力して当」たるとしている。なお，事業は，2005・06年
にそれぞれ500万円，計1，000万円の茅野市からの補助金によって賄われた。
［活動状況］　この研究開発の経緯（2005年4月～2007年1月）を年表的に整理したのが第5表で
ある。これによると，発足以来1年10ヶ月になる2007年1月末現在において，計23回の研
究会が開催されている。ほぼ月1回のペースである。
　研究会以外では，2005年7月には，第2回研究会において締結された理大と企業6社の共
同契約を受けて，茅野市長らによる共同研究締結に関する記者会見が実施されている。同年9
月には，「知財本部との特許に関する相談，および「伊那に小型水力発電の見学」が行われて
いる。2006年度では，10月の「諏訪圏工業メッセ2006」，11月には「山梨テクノフェア＆マ
ルチメディァエキスポ」でいずれも研究成果が展示・発表されている。
　研究会の内容に関しては，2006年度のみ，資料提供された。これによると，2006年度の14
回の研究会のうち，最初の3回は，茅野市長らによって記者会見された共同研究締結に向けた
内容となっている（ただし，第3回は講演会）。続く第4回から第7回までが，共同研究の目的
と構想，開発スケジュールの検討に当てられている。第8回目以降に，共同研究の各要素の検
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第5表　「マイクロ水力発電装置」研究開発研究会の記録（2005．4～2007．1）
?
日　付
　　2005／04／221
2　　2005／05／20
3　　2005／06／17
　　2005／07／12
　　2005／07／154
　　2005／07／285
6　　2005／09／02
　　2005／09／087
　　2005／09／16
　　2005／09／278
9　　2005／10／05
　　2005／10／2110
　　2005／11／0411
　　2005／12／0712
　　2006／01／1713
　　2006／02／1014
　　2006／04／0515
　　2006／04／2116
　　2006／06／0217
　　2006／07／1318
19　　2006／08／25
　　2006／09／2920
21
?????
2006／10／19－20
2006／10／27
2006／11／22－24
2006／12／06
2007／01／
概　　要
研究会概要説明（谷），共同契約提案（藤本）
理大と企業6社の共同契約打合わせ（6月1日締結）
ひまわり　（山梨），大島（理大）講演
茅野市長らによる共同研究締結記者会見
開発・使用目標をプレゼンテーション
スペック概要，開発スケジュール決定
構想を持寄り検討後，2案程度に構想を絞る
百瀬（イースタン），志澤（理大）の2原案を作図に移行
知財本部と特許相談／伊那に小型水力発電の見学
見学会の報告／2原案の軸受部とシールを検討
可動羽根車／軸受けシール／電極の検討
メッセ報告／可動羽根車／発電機／組立図の分担
メッセ報告／特許相談の報告／計画図の進捗状況
第2回特許出願報告／実験結果（T社，N社，　Y社）報告と予算執行
特許出願／ハイドロバレー計画（NEF）／新年会
特許出願契約（理大TLO）／実験結果報告／計画見直し
研究会の開催
研究会の開催
研究会の開催
研究会の開催
研究会の開催
研究会の開催
「諏訪圏工業メッセ2006」で展示発表
研究会の開催
「山梨テクノフェア＆マルチメディアエキスポ」で展示発表
研究会の開催
研究会の開催
注：「回」が示されていないのは研究会の行事ではあるが，いわゆる研究会でないことを示す。
資料：諏訪東京理科大学庶務課提供資料
討と，特許出願に関わる話し合いに移っている。2006年度の最後となる第14回において，当
該年度の実験結果が報告され，それに基づいて当初の計画の見直し，次年度の計画が検討され
ている。
　理大メモによる「活動状況」に関する報告では，次の3点が挙げられている。
　第1は，「諏訪圏工業メッセ」における試作機の展示・発表である。このメッセの後，「試作
機の適切な評価結果に基づき，小型軽量の目標値達成のために必要な見直しを計り，実用機の
設計製作を行う。実用機を市街地の適切な場所に設置して安全性を含めた耐久試験を行う」と，
理大メモにはある。
　第2に「新しい機構や機能を有する低落差1kW級のマイクロ水力発電システムの要素試
験を，試作模型を用いた実験と数値シミュレーションにより現存の機構と比較検討」している。
その「結果は特許とともに，論文にまとめて⊥「10月開催の「再生可能エネルギー国際会議
115
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松橋　公治
2006」（千葉県幕張メッセで開催）」においてその概要が発表されている。
　第3は，「山梨テクノフェア＆マルチメディアエキスポ」における成果の公表である。
　理大メモで触れられることのなかった2007年度の研究会については，理大におけるヒアリ
ングにおいても，参加企業の連携事業をめぐる「微妙な反応や問題」が含まれているという理
由から，回答が得られなかった。この点については，共同研究参加企業へのヒアリングを踏ま
えて，少し立ち入った考察を後述する。この段階では，理大メモにおける「活動状況」をみる
限り，2007年度の研究会では，2006年度の成果を踏まえて，事実上，上記3つの「活動」に
収敏させるべく活動が行われたものと推測される，とだけ述べると止めておく。
［今後の課題］理大メモでは，実用機を用いた実験を通じた，次の2つの課題が指摘されてい
る。第1は，付帯設備を付けないままで，「マイクロ発電装置の能力が諏訪地方の水利環境で
発揮できる」かどうかである。第2に，「水の‘汚染　（土砂の堆積浮遊物の流入，動植物の付着
等）または，台風等で想定外の流入条件に対する耐久性能試験データの取得」である。
　こうした課題に対する解決策として，「複合低落差マイクロ水力発電システム」が提案され
ている。具体的には，「マイクロ水力発電システムに太陽光発電システムや風力発電システム
との複合システム」の提案である。「複合マイクロ水力発電システム」では，「複合化による効
率の向上やシナジー効果が期待できる」として，その可能性の検討が指摘されている。
　こうした課題を踏まえて，今後の事業については，（1）製作された2機の特性を活かした一体
化の装置についての検討，（2）水力発電と太陽光発電を一体化した「ハイブリッド装置」の研究
開発（3）実用化に向けての試験・データ解析の実施（4）マイクロ水力発電装置のマーケティン
グ調査の実施の4点が指摘されている。ただし，それぞれについて詳しい説明はなされてい
ない。
　また，今後の作業予定では，次の3点が指摘されている。すなわち，（1）2種類のベアリング
レス構造をもつマイクロ水力発電装置の機構機能および制御法の確立を確認すること，（2）
2005年度の出願特許を補充して特許請求し，諏訪ブランドの地位を確実にするとともに，実
用機を設計製作する際の基本データを得ること，（3）モデルの電気的特性など動的特性を定量的
に計測し，実用機設計製作の基本データとするための小型で高性能な計測装置を開発するとと
もに，発電装置の小型で簡便な制御装置についても検討すること，の3点である。なお，2007
年度の課題に対しては，300万円の「大学研究費」が当てられることになっている。
　理大メモを中心に，以上，茅野市における産学官事業の経緯を，いわば事務的に把握してき
た。次に，この事業に参加した企業の側から，連携事業について把握する。
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4．連携参加企業からみた連携事業
　本章では，事業参加企業が，連携事業をどのように受け止め，参加し，評価しているかにつ
いて，企業ヒアリングに基づいて，捉えていく。なお，産学連携事業参加企業に関する記述は，
参加企業からのヒアリングの記録に依拠している（’4）。
　この連携事業は，上述したように推進協議会が動き出す過程で，理大と地元企業との連携事
業創出という側面を有しつつも，実質的には茅野市が主導するCICのプロジェクトとして始
まっている。しかも，特徴的なことは，茅野市に主導性があったとしても，理大側のアイディ
アに地元企業6社が乗っかるかたちで始まっている点である。すなわち，行政が主導した事業
であること，行政の主導を背景に理大側がアイディアを提供する連携であること，企業側が自
らの事業との関わりから主体的に進めた連携事業でないことなどが，この事業の重要な特徴で
ある。このため，結論を先取りすることになるが，以下の項目に関する企業側の受け止め方や
参加，評価でも，多様な反応が見られる。
　（1）事業開始の経緯と参加
　事業の発端，参加企業側からみた契機は，上述したビジョン作成の段階において茅野市の仲
介で組織された「理大の先生たちと地元企業とによって構成されていた研究会」（’5）であった。
言うまでもなく，この研究会は，産学連携事業がスタートする前段階に開催された。茅野市が
文字通り主導して，理大の教員とCICのメンバーとを引き合わせる機会として準備した研究
会である。CICメンバーを主体とする地元企業は，　CICのプロジェクトを構想するという段階
において，その構想がどのようなものになるのかに興味を持って参加している。
　この研究会において，「非接触・二重式・ベアリングレス・非常時電力確保」のマイクロ水
力発電装置に関するコンセプトが示されたとのことである。参加していた地元企業は，このコ
ンセプトと，これに基づいた発電装置であれば市内企業でもやれそうだという認識を持ち，
今回の連携に至ったようである。既にこの段階において，当該の産学連携事業が行政の主導性
を背景にして，理大側がアイディアを提供して動き出していること，企業側が自らの事業との
関わりから主体的に進めた連携事業ではないことが示されている。
　地元企業側は，事業への参加に関して，研究会に参加している企業の顔ぶれからみて，当初
から参加企業が予想できたし，分担についても明確であった，と述べている。参加企業の概要
は，第6表に示しておいた。このうち，CICメンバーはYG社，　TA社，　NU社ならびにE社
の4杜である。これに対して，SD社は電源装置製造では比較的名の知れた，地元の老舗企業
である。これがCICメンバーになっていないのは，2000年代に入って，業績が振るわなかっ
たために，茅野市側がメンバー加入の要請を遠慮したものと思われる。TS社は諏訪市に本社
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第6表茅野市の産学連携事業参加企業
企業名 業　種 主要製品 従業者数 備　考
YG 一般機械 機械工具 21 CIC
TA 電気機械 電子計測器 45 CIC
NU 電気機械 電気機械器具 309 CIC
E 電気機械 プリント回路 606 CIC
SD 電気機械 電源・制御装置 ?
TS 精密・電気機械 精密部品・電子機器 221 本社：諏訪市
注）C工Cは，茅野市工業振興協議会のメンバーを指す。従業者数は調査時（2007年1月）
資料）茅野市提供資料。業種・主要製品は茅野市（2002）『茅野市の製造業者名簿（平成14年版）」による。
を持ち，茅野市内に主力工場を有している。
　予想できた参加企業とその分担に関して，YG社では，次のように述べている。すなわち，
「NU社がプロペラの試作である。光造形がやれるからであった。このプロペラがなかなか厄
介で，現在の可倒式になるまで，いろいろ試行錯誤を続けた。TA社が設計と組立で，全体の
まとめである。TA社は特に組立を得意としていた。うち（YG社）がメカの製造である。どう
見ても，メカに関わる各種加工をほとんど網羅できるのはうちだけだった。うちでは，設計も
できるK氏という担当者に，一括して任せている」（カッコ内，引用者），と。このように，参
加企業とその分担について，この3社については自ずと決まったということである。
　その上で，他の3社の参加については「TS社にはソフトをお願いした。　E社とSD社は電
気設計が必要になるので入ってもらった」，とYG社は述べている。つまり，ソフトと電気設
計関係については，研究会に参加していた地元企業が，自ら十分に対応できない分担部分であ
ったので，それを得意とする企業に参加を要請した形になっている。このうち，要請を受けた
TS社では，依頼の内容を検討して，自社で受託できる内容であるとの判断の基で，要請を受
け入れている（ヒアリング）⑯。
　以上のように，理大との研究会に当初から参加していた3社は，研究会で知り得た情報から，
連携事業において自らが分担できるところが明らかであり，自ずと参加が決定した。これに対
して，残りの3社は，自ら参加を決定した3社からの要請を受けて参加している。
　（2）連携事業への関わり
　当該の連携事業への参加までの経緯は，そのまま連携事業への関わり方の違いをも反映して
いる。
　参加6社の中でもっとも大きな関わり方をしているのはt「メカ」の製造を担当したYG社
とNU社である。理大メモにもあったように，発電装置の実験の過程は同時に，装置それ自体
つまり「メカ」の改良のそれである。NU社による「プロペラの試作」も，試作を形にする
YG社による作業がなければ実現しない。実験期間中は，　YG社の担当であるK氏が通常の仕
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事が終わった後に，プロペラやその他の部品などの改良に専念したとのことである。
　YG社に次いで実験に関わらざるを得なかったのはNU社である。同社は光造形をこなす企
業であることから，「プロペラの試作」を担当した。ところが，この「プロペラの試作」がな
かなか厄介であった。「非接触・二重式・ベアリングレス・非常時電力確保」として示された，
マイクロ水力発電装置に関するコンセプトでは，容易に片付かない事態が実験の過程で明らか
になったためである。すなわち，プロペラの回転による抵抗（水力を得る場合ではなく，それを
得るまでに180度プロペラの位置を戻す際に発生する抵抗）を減らすために，プロペラを「可倒式」
にする必要があるという結論に辿り着くまで多くの試行錯誤が続けられた。NU社はYG社と
ともに，この試行錯誤に付き合わされた格好になったわけである。
　この2社に続いて，関わりが大きかったのはTA社であった。発電装置の改良の過程で，
何台かの試作装置が組み立てられたからである。とはいえ，YG社とNU社程の関わりではな
かったようである。装置の部分的な改良が主要な問題だったからである。この他の，ソフトと
電気設計に関与した3社は，改良に伴って若干の仕事は発生したようではあるが，「プロペラ
の試作」や「メカの製造」における改良とは比較できるものではなかったようである。
　このような連携事業への関わり方の違いも，連携事業の受け止め方や評価の相違に，大きく
影響することになる。次にこれをみる。
　（3）連携事業の受け止め方
　連携事業に対する受け止め方には，市ないしはCICのプロジェクトの一環としての連携事
業をどのようにみるか，産学・企業間の連携をどのように捉えるか，今回の産学連携事業それ
自体をどのように考えるかなど，いろいろなレベルがある。それぞれのレベルにおいて，しか
も前項でみた参加や分担の仕方，これまでの関連する事業に対する参加企業の経験と蓄積．事
業参加期間中の当該企業の置かれた状況などの違いによって，受け止め方が異なってくる。こ
うした組み合せを順にみていく余裕はないので，以下，上述のレベルに着目して，企業側の受
け止め方の違いを紐解いていく。
　まず，市ないしはCICのプロジェクトの一環である連携事業としての側面からみていく。
これについては，ヒアリングに応じてくれた4社ともに，その理由の違いはあるものの，積極
的に評価している。特に，市が新産業創出に対して前向きに取り組んでいること，取り組みに
際してこれまでの産業集積の蓄積を活かして，企業間ネットワークをベースにしていることな
どを高く評価している。また，TS社では，ビジョンの試みとそれを具体化した今回の連携事
業を，企業そして大学の社会貢献の一環としても高い評価を下していた。
　ただし，こうした評価をめぐる企業サイドの思惑となると，必ずしも一様ではない。企業サ
イドの思惑をベースとしながらも，地域産業の振興にも理解を示しているところでは，連携や
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ネットワーク化に積極的で熱心な企業が多いのは「土地柄」（17）だから，「市がこうした機会を
作ってくれるのは，うちとしては大いに助かる」と同時に，「地元の企業にとっても刺激にな
る」（YG社）という受け止め方である。筆者の質問に対して，本音のところは別にして，　CIC
メンバーの場合には多かれ少なかれ，このように考えているという印象であった。特に，産業
の活性化に向けた市長（当時）の姿勢に対しては，異口同音で共感を示していた。
　これと対照的なところでは，日常的な「受注のスタンス」と同じである，という受け止め方
である。すなわち，「振興協議会でビジョンを話し合って，具体化していく過程で，うちの持
っている力が活かせるかどうかだけで」あり，「関係する会社と分担を話し合っていく中で，
最終組立のノウハウも活かせるのではないか」ということになって，受けた（参加した）だけ
で」（カッコ内，引用者）ある。「そもそも，うちは，連携にそれ程の期待はかけていない。せい
ぜいあるとすれば，今後成長する可能性のある，いくつかの業種の1つという程度」（TA社）
であろう，という（18）。もちろん，こうした評価でも，上述した市の姿勢に対しては総論では賛
成している。ただし，各論のところでは，やはりビジネスライクに対処するところがベースに
なければ，続くものではないという見方である。
　なお，この点では，企業規模によって多少の差異が見られた。規模小さい2つの企業はいず
れも，製品分野として成長性に対してある程度まで期待をかけていたのに対して，規模の比較
的大きい2つの企業はそうした期待よりも，むしろ自らの企業の有する資源を活かせるという
側面で捉えていた。
　次に，産学および企業間の連携をどのように捉えるかという点である。このうち企業間の連
携・ネットワークに関しては，既に市あるいはCICのプロジェクトに対する評価のところで
触れているので，ここでは，産学の連携に関する側面についてみていく。これには連携の経験
の有無が大きく作用している。規模の大きい2社は，すでに産学連携の経験を有しており，し
かもいずれも成功している。NU社はこれまでの経験に基づいて，連携の「総論」には良い印
象を抱いている。ただし，「各論⊥つまり実際の連携事業の進め方については，後述するよう
に大きな問題があると感じていた。
　これに対して，TS社は，いろいろなタイプの連携を経験しており，今回の連携についても，
その特質（市の仲介，大学からのシーズに乗ったもの，事業ベースにするには時間がかかることなど）
をある程度まで冷静に検討して，その上で，高い評価を与えている。
　この2社に対して，規模が比較的小さく，産学連携の経験が少ない2社は，産学の連携とい
うよりは，自社の仕事の幅が広がるかどうかのところで評価していた。TA社に関しては，上
述した通り，産学の連携であっても，日常的な「受注のスタンス」と同じであるとしている。
YG社は，「こうした機会に大学からシーズを得て，自らチャレンジできることが自社の仕事
の幅を広げるチャンスである」として積極的に評価している。その意味では，「1つの受注の
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チャンスであり，その受注を通じて自社技術の『発展』に寄与するものと捉えている」，とも
理解できる。
　次に，最後の問題である，今回の産学連携事業それ自体をどのように考えるか，つまり連携
事業それ自体に対する評価については，項を改めて述べることにする。
　（4）連携事業に対する評価
　今回の産学連携事業自体に対する評価は，これまでのいろいろなレベルにおける受け止め方
の中に既に表れていると言っても過言ではない。ここで改めてt抽出し整理しておく。
　まず，大学側と企業側との連携事業の捉え方の相違である。理大メモには，今回の連携事業
は「研究開発」の共同事業であるとされ，大学側はあくまで研究開発であるとしている。これ
に対して，企業側は，ヒアリングした4社中3社はいずれも，「産学連携」事業として理解し
ていた。この場合の「産学連携」事業という捉え方は，実用化・産業化に向けた事業という意
味である。この事業を，「共同研究」事業と理解していたのは，実はTS社のみであった。　TS
社は，この事業が「産学連携」事業であるとともに，「共同研究」事業である点をきちんと踏
まえていた。当社の受け止め方について，「冷静に」検討していたと上述したのも，実はこの
点に関わっている。他の3社で「共同研究」事業や「研究開発」というタームが登場したのは，
「この産学連携事業が『共同研究』や『研究開発』のようなことをやるプロジェクトではなか
ったはず」とか，「今さら『研究開発』のようなことをしている場合ではない」など，否定的
な発言・評価に関連してであった。
　そもそも，この事業の性格は，地元6社と理大との正式な契約文書は入手していないが，新
聞報道に従えば「共同研究開発事業」となっており，「概念設計に続いて新技術の検討を進め，
来年1－3月には試作・評価を行う。来年度は今年度のデータを基本に，さらに高性能で経済的
な装置を設計製作。装置を地域の河川に設置してデータを集め評価する計画だ」（『長野日報』
2005年7月12日）となっている。理大メモでも，文言の多少の違いはあるものの，「研究開発」
であることに変わりはない。実用化に向けても「設計製作したモデル（模型）の電気的特性な
ど動的特性を定量的に計測し，実用機設計製作の基本データとするための小型で高性能な計測
装置を開発するとともに，マイクロ水力発電装置の小型で簡便な制御装置についても検討する
ことも，課題である」とされている。したがって，この事業は，「共同研究開発」であった。
　こうした「ボタンの掛け違い」が起こったのは，茅野市の産学連携事業の目的自体が，ひじ
ょうに具体的な問題意識に比して，事業によって得られた「新たな知見や技術を基に，諏訪地
域の産業および地域活性化を図り，諏訪発のアイディアと技術を諏訪ブランドとして世界に向
けて発信する」というように抽象的であることに由来していると思われる。もう1つは，産学
連携事業についての共通理解を深めることなしに，事業が始まっているという点である。この
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後者に関しては，企業側の理解に触れながら，次にみていくことにする。
　先に，TS社の理解については触れておいた。これを中心にして，　NU社とYG社が両極を
成している。NU社は，これまでの産学（官）連携事業の経験からみて（’9），この事業が「学」
からのシーズを得て，「産」が実用化・製品化，さらに産業化するというコンセプトになって
いない点に「大いに不満」を持っている。理大側が示したのは「アイディアではあってもシー
ズではなかった」とまで言い切り，データ取得のための実験に付き合わされたことが産学連携
事業のコンセプトからの逸脱であると指摘する。「実験へのお付き合い」とは，上述した「プ
ロペラ試作」の苦労を指していることは間違いない。ここには，上述したこの事業に対する共
通理解が深められていないことが如実に反映されている。
　これに対して，YG社は「プロペラ試作」に伴う「メカ」の製造の繰り返しに付き合わされ，
しかも産学連携事業を実用化・産業化に向けた事業と理解していたにもかかわらず，このNU
社と同様の苦労ついて「開発とはこんなものである」と割り切って捉えている。ここには，
YG社が連携事業の幹事会社であることを別にしても，この事業を「こうした機会に大学から
シーズを得て，自らチャレンジできることが自社の仕事の幅を広げるチャンス」，その意味で
は「1つの受注のチャンスであり，その受注を通じて自社技術の『発展』に寄与するものと捉
えて⊥積極的に評価していることが大いに関わっている。とはいえ，この点では，共通理解
をより深めていくという問題であるよりも，この事業機会をいかに主体的に捉えていくのかと
いう企業側における主観的理解の問題の域を超えていない。
　前節において，2007年度の研究会の内容に関しては，参加企業の連携事業をめぐる「微妙
な反応や問題」が含まれているという事情から詳細が知らされなかった理由が，実は，こうし
た共通理解が得られないまま事業が進んだことに関係していると思われる。つまり，そのプロ
セスについてはあまり触れたくなく，とりあえず，2007年度の活動が「諏訪圏工業メッセ」
と「再生可能エネルギー国際会議2006」，「山梨テクノフェア＆マルチメディアエキスポ」に
おける成果公表（「結果がほしい」）に収轍されていった訳である。
5．おわりに
　本稿では，茅野市が仲介した諏訪東京理科大学と地元企業群との連携事業に関して詳しく検
討してきた。その結果の再整理は繰り返さない。最後に，以上から浮き彫りになる特徴や教訓
をいくつか拾い上げて，結語の代わりとする。
　まず，茅野市が推進し仲介した産学官連携事業は種々の問題を抱えながらも，曲がりなりに
も，動き出している点である。また，十分とはいえないまでも，それなりの成果を公表するま
でに至っていることも，大きく評価しなければならない。
　同じような問題意識を有すると思われがちな「産」にあっても，企業の経験や置かれている
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状況の違いによって，企業間連携は容易ではない。ましてや，同じ地域に存在しているという
だけの理由から，企業間連携に進むケースは，実はあまり多くない。むしろ，まとめ役の大手
企業が存在するケースや，同じ経験と問題意識を有する，地域的には離れた企業同士のケース
にあって進めやすいのもそのためである。そうした中で，強力なまとめ役の企業がいないにも
かかわらず，それぞれの思惑の違いを超えて，こうした地域に依拠した企業間連携が成立し，
事業が継続していることも，評価に値する。その点では，参加企業の努力もさることながら，
CICの設立や大学との引き合わせなどの「お膳立て」を準備した，市の仲介という点の重要性
は見逃せないところであろう。
　このような評価の一方で，茅野市の産学官連携事業では，その目的に対する共通理解がない
ままに実行に移されているという感を拭えない。茅野市は，諏訪東京理科大の4年制への移行
に伴う大学側の「まなざし」の変化を地域活性化に役立てたようとした。大学側はその「まな
ざし」を地域貢献に結び付けるべく，産学連携事業に走り出した。他方で企業側の多くは，直
接の契機は経営資源の有効活用であれ，受注拡大のチャンスと，その受注を通じての自社技術
の「発展」であれ，新たな製品の実用化・産業化に向けた事業として理解していた。そうした
中で，事業に対する共通理解を深めずに「走り出した」ことの方に問題の真実があるのかもし
れない。いずれにしても，プロセスだけに注目すると，「共同研究開発」の契約を交わす段階
において，三者によって共通理解をもう少し深める努力ができなかった点が惜しまれる。
　こうした問題とともに，この事業が大学側の多少の持ち出しがあったというものの，基本的
には市の補助事業であったという点である。つまり，公的な資金への「甘え」という問題であ
る。ただし，このことは，全く逆の評価，つまり公的な資金に支えられていたからこそ，種々
の問題があっても，続けることが可能であったし，ある意味では成果を急ぐことができた，と
いうことにもなる。
　次に，以上の産学連携事業の展開を，2000年代以降の地域工業の発展動向との関係から捉
えておきたい。後者で気になる点は，茅野市の工業の発展が，1980年代からみられた工業の
高度化という方向にではなく，むしろ分工場地域としての特質を強める中で実現してきている
という問題である。この方向が強まっているとすれば，現行の地域産業政策，なかでもイノベ
ーション施策への転回が，現実の地域工業と「ズレ」を来しているとみられなくもない。もち
ろん，だからこそ，その「転回」には意味があるという評価も成り立ちうる。しかし他方で，
分工場地域としての特質の強まりを認めるとすれば，その側面のマイナス効果をどれだけ小さ
くするか，地元企業との産業連関，さらには産学連携をどのように強化していくかという，そ
の強まりに対する直接的な政策の側面をも考慮していかざるを得ないのではないかと，危惧を
抱くのである。
　最後に，茅野市を取り上げるにあたっての留意点に触れて終わりとする。
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　茅野市の施策の転回とその下での産学連携事業は，4年制大学の設立が契機としている。茅
野市の事例の一般化を急ぐことには慎重でなければならない。そのことを踏まえた上でなお，
以上の考察から浮かび上がってくる興味深い論点を指摘しておく。
　まず，茅野市のイノベーション振興政策の展開には，いくつかのメッセージが込められてい
る。すなわち，地元の強力な推進母体・主体を意識的に作り出すこと，異業種交流を意識した
ネットワーク化であること，産学連携によって企業の研究開発強化を指向していること，最後
に政策・事業展開ともに，地域的スケールとして茅野市以外にも開かれていること，の4点で
ある。したがって，自治体内の中小企業集積の結束力や総合力を強化する一方で，企業活動の
実態に即して，かつ自治体単位の支援の限界をも踏まえつつ，地域外との連携の強化が求めざ
るを得ない状況に達している，ということである。
　謝辞
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　なお本稿は，日本学術振興会科学研究費補助金による基盤研究C（1）「産業集積地域におけるイノベ
ーション形成に関する比較実証研究一「イノベーティヴ・ローカル・ミリュー」と「暗黙知」概念の有
効性の再検討」（2001－2003年，研究代表者：山本健児，課題番号：13680091），および同じく基盤研究
C（1）「産業クラスターにおける中小企業を主体とする産学官連携の地域間比較」（2004－2006年，研究
代表者：松橋公治，課題番号：16520493）の成果の一部である。
注
（1）松橋（2007a）は，こうした問題意識から，日本における産学官連携の取り組みと政策展開につい
　て，文科省と経産省のそれの生成から近年の展開までの系譜をまとめたものである。
（2）こうした問題意識から，筆者はこの間，地域産業政策の展開をいくつかの地域でフォローし，実証
　研究を積み重ねてきた（末吉・松橋2005；松橋，2004a，　c，　d，　e，2005，2007b，　c，　d）。そこで
　取り上げられている地域は，いずれも独自な地域産業政策を展開し，本文で述べたような近年におけ
　る産業集積地域の閉塞感を打破しようとしている事例である。
（3）そうした中で，ネットワーク分析の理論的な展開における1つのターニングポイントを成している
　西口編著（2003）に取り上げられている論考は，中小企業ネットワークを「レント」の側面から分析
　して，各事例とも，主体の行動に着目して，アクターの分析に切り込んでいる。
（4）この詳細については松橋（2004c）においてすでに整理したことがあるので，これを参照されたい。
（5）茅野市では，ある程度の在来工業の発展みられた。茅野史市によれば，1955年当時茅野市の工
　業は，「総じて，原電気株式会社などの電気工場を除けば，味噌・寒天・醤油などの食品工業が多く，
　製糸・製材業など軽工業が優位を占めていた」（茅野市史，1988）という状況であった。原電気株式
　会社は、茅野市への疎開3企業のうち，茅野市の機械金属工業における戦後から高度成長期にかけて，
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　　最も大きな影響を及ぼしたとされる疎開企業である。この他に2社は，二葉電機製作所と英弘精機産
　　業である（茅野市史，1988）。
　　　この疎開企業3社を除いて，機械金属に関係するものでは，事業所数で金属製品（鋸製造，いわゆ
　　る「諏訪鋸」）が，1955年当時で最も多い。その後，鋸製造では1959年に組合が設立されているが、
　　減少の一途をたどり，茅野市鋸工業組合の組合員戸数は，1959年（発足）に170戸，1967年に90戸，
　　1980年には38戸と減っていく。1983年に「県指定伝統的工芸品」に指定されている（茅野市史，
　　1988）。
　（6）なお，内部の変化に関しては，上述した諏訪圏域のそれとは異なって，松橋（2004c）との継続性
　　に関連して2000－04年の期間で捉えていくことを予めお断りしておく。
　（7）この詳細については松橋（2004c）においてすでに整理したことがあるので，詳しくはこれを参照
　　されたい。
　（8）なお，こうした現状認識に基づいた地域産業政策の見直しにあたっては，後述するように，諏訪東
　　京理科大学の4年制への移行などの要素も絡んでいる。それとともに，地元関係者が異口同音に指摘
　　しているように，産業界出身の市長の存在が看過できない。
　（9）これについては，松橋（2004c）で十分に触れられなかったので，付言しておく。
　（10）茅野市では，「産学官」連携ではなく，「産学公」連携を使用している。本稿では，茅野市の文書や
　　資料を引用する場合を除いて，産学官連携という一般的な名称をそのまま使用する。
　（ID「諏訪圏ものづくり推進1幾構」の設立と展開の意義については，松橋（2007c）を参照されたい。
　（12）この4つの基本方針に関して，ビジョンの概要版である茅野市経済部工業労政課（2004）には，詳
　　しい説明がないので，ヒアリングに依拠した。
　⑯　本節の文中の引用は，断りのない限り，理大メモからのものである。また，引用文においても，諏
　　訪東京理科大学は理大と略称する。なお，この資料の引用にあたっては，メモの文章のおかしな部分
　　について，引用者が変更してあることを予めお断りしておく。なお，研究開発の事業内容・経緯・今
　　後の課題などの貴重なメモおよび資料については，諏訪東京理科大学庶務課牛山様よりご提供してい
・　ただいた。
　図　ヒアリングは，茅野市工業労政課工業振興担当の柳澤氏のご紹介によって，連携事業参加の4社
　　（後述のYG社，　TA社，　NU社，　TS社）に対して行った。
　as）企業関係者はいずれも，その名称を「環境・エネルギー研究会」と話している。「ビジョン」の概
　　要に触れた場面に出てくる「3E検討会」との異同については未確認であるが，状況証拠的にみて同
　　一のものであると思われる。
　⑯TS社は本社の所在地からみて，純粋の地元企業ではない。しかし，主力工場を1983年に茅野市
　　に移しており，すでに地元企業と同等であるとみなされていること，「全国の元気なモノ作り中小企
　　業300社」に選ばれている同社はこれまでに産学連携に積極的に取り組んでおり連携事業に理解があ
　　ること，さらに同社が社会貢献にも積極的に取り組んでおり，そこでは「環境」をキーワードとして，
　　地域貢献にもすでに実績があったことなど，当該の連携事業に馴染みやすい特質を有していたことに
　　も付言しておく必要があろう。
　㈲　ここでの「土地柄」という意味は，「量産ものだけでなく，多品種少量をやっている企業が多」く，
　　日頃からユーザーの要望や要請を意識ながら，仕事をしており，ネットワークに対しては違和感がな
　　い，ということを指している（YG社のヒアリングから）。
　姻　なお，この評価については，TA社でヒアリングに応じていただいた社長や同社の沿革の特質が関
　　わっていると思われるので，付言しておく。同氏は営業畑の出身であり，製造の経験がない。地元大
　　手の一般機械製造企業の営業に就職して，後に独立し，現在の会社を創業した。そのために，これま
　　での仕事の受注でも，営業サイドからしか見ていないこと，そのことが逆に自社の発展にとって重要
　　であったことを自ら公言していた。このことが同社の沿革にも反映している。機械加工から出発した
　　同社が現在の電子計測機器にまで製品分野を広げ，しかも設計からソフト，そして広範な外注企業の
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利用を前提にして最終組立まで業態を拡大できたのも，そうした社長の営業スタイルによっているも
のと思われる。
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　　　　　　　　　　Local　Industrial　and　Environmental　Policy
　　　　and　a　Cooperative　Project　among　Local　Government，
Industries　and　University　in　Chino　City，　Nagano　Prefecture
MATSUHASHI　Koji
　　　　The　purpose　of　this　paper　is　to　idelltify　empirically　the　process　and　nature　of　the　Chino
City－initiated　cooperative　project　among　local　government，　industry　and　university．　In　order
to　apProach　the　purpose，　the　author　fbcus　attention　on　the　background　and　behavior　of　the
actors（Chino　City，　local　enterprises　and　Tokyo　University　of　Science，　Suwa（TUSS））that
take　part　the　cooperative　prqject．
　　　　The　characteristics　of　the　cooperative　project　are　follows．
　　　　It　is　an　important　nature　of　the　project　that　local　small　and　medium　enterprises（SMEs）
in　agglomeration　area　are　to　contribute　their　potentials，　and　to　work　in　close　coordination．　A
larger　enterprise　plays　a　Ieading　role　in　the　cooperative　project　among　local　government，
industry　and　university　that　many　enterprises　take　part，　It　is　said　that　the　existence　of
leading　enterprise　becomes　the　key　to　success　f6r　the　project．　In　Chino，　without　such　a
leading　enterprise1　the　pr（）ject　is　hastily　pursued　over　the　hump　as　described　later．　In　this
sense，　no　less　important　is　the　fact　that　local　government　prepares　for　the　project：the
foundation　of　the　Chino　Industrial　Committee　fbr　exchanges　of　information　between　locai
government　and　local　enterprises，　f6r　closer　coordination　among　local　enterprises　and　f6r　set
up　local　enterprises　with　TUSS．　The　project　enjoys　limited　success，　though　failed　attempts
occur　with　increasing　in　the　local　government－initiated　cooperative　projects，　especially　the
projects　that　many　SMEs　take　part．
　　　　At　the　same　time，　the　project　however　has　some　problems．　First，　involving　actors　in　the
project　do　not　share　the　understanding　of　the　aim　of　project．　On　one　hand，　local　government
and　TUSS　take　the　pr（）ject　that　urliversity　and　local　enterpr童ses　undertake　joirlt　research．
Local　government　aims　to　create　new　local　industry　through　the　cooperative　project．　TUSS
purposes　to　contribute　social　action　work　in　local　agglomeration．　On　the　other，　a　part　of　local
enterprises　take　it　that　they　use　the　university　made　idea　to　develop　a　new　product，　though
all　local　enterprises　do　not　understand　it　so．　Secondly，　local　enterprises　have　to　fail　to　reach
an　agreement　because　of　different　understanding　of　the　pr（）ject．　They　have　their　different
backgrourld：company　histories，　size　of　enterprises　and　past　experierlces　of　cooperative
pr（）ject．　They　take　part　the　cooperative　pr（）ject　out　of　their　different　motivations：to　make
the　most　use　of　their　management　resources，　to　enlarge　their　opportunities　of　order，　or　to
develop　self－technology．　Thirdly，　three　actors　have　the　emotional　dependence　on　public　funds．
　　　　Lastly，　the　cooperative　project　in　Chino　offers　lessons　f（）r　local　industrial　policy，　First，
local　government　supports　positively　the　research　and　development　of　local　enterprises　in
order　to　promote　innovation．　Secondly，　it　makes　a　conscious　eff6rt　to　industrial　agents　that
promote　industrial　changes　and　innovation．　Thirdly，　industrial　actors　make　inter－firm　and
social　networks．　It　however　must　tread　lightly　fbr　us　to　generate　the　empirical　case　of　Chino
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City．　Because　the　pr（）ject　in．　Chino　take　root　in　it　as　a　turning　point　that　TUSS　became　to
senior　college　from　college．　The　local　area　that　has　the　experience　likes　gold　dust．
Keywordlocal　agglomeration　local　industrial　policy　innovation　promotion　policy　cooperation
among　government，　industry　and　university　Chino　City
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